
持続可能な 
地域づくりを考える 

 
第５回地球温暖化に関する 

中部カンファレンス  
～緩和と適応へのアプローチ～ 

 
一般社団法人 イクレイ日本 大塚 隆志 

 
2016年9月1日 

 

www.iclei.org/japan 

1 

資料３ 



 イクレイについて 

 「パリ協定」 

 持続可能な地域づくりに向けて 

 
2 



www.iclei.org 

イクレイについて 
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• イクレイについて 

イクレイ－持続可能性を目指す自治体協議会は 
世界各国の1,500以上の自治体が参加する 
世界最大の自治体ネットワーク 
 
設立は1990年（リオ・サミット準備過程） 
 
ミッション： 
「地域活動を積み上げる事によって地球環境を守り 
持続可能な社会をつくるための諸条件を、具体的に
改善しようとする自治体をまとめ、世界的な運動を
広げて行くこと」 
 
10の課題分野： 
持続可能な都市 

低炭素都市 

資源効率・生産性が高い都市 

回復力のある（強靭な）都市 

生物多様性の豊かな都市 
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 スマートシティ 

 エコモバイル都市 

 幸福、健康、包摂的な地域社会 

 持続可能な地方経済と調達 

 持続可能な都市・広域自治体間協力 

自治体の連携機会を創る 

 
取組が加速するよう働きかける 

 
解決策へのゲートウェイとなる 



• 世界各国のイクレイ事務所 
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愛知県・飯田市・板橋区・川崎市・北九州市・京都市・京都府・熊本市・さいたま市 
札幌市・ 墨田区・ 仙台市・東京都・ 富山市・名古屋市・広島市・武蔵野市・横浜市 



     イクレイ日本の取組 

国内外の情報を収集し幅広く提供 

 

日本の自治体による先進的取組を 
海外に向けてアピール 

 

会員自治体のための情報交換・発信機会の
創出 
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情報提供と情報発信に関する基礎サービス 

イクレイ日本e-News（月刊） 

 国際的な動向・ニュース 

 海外自治体による先進的な取組 

 国内自治体による先進的な取組 

 国内施策の動向 

 イクレイによる国際的な活動 

 イクレイ日本による活動 

 イベント情報など 
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国連によるNAZCAプラットフォーム 

 Non-state Actor Zone for Climate Action（非国家主体による気候行動領域） 

 自治体、企業、投資機関などの行動の「見える化」 



国際イニシアティブ間の連携 

気候変動政策に関する「首長誓約」 

アース・アワー都市チャレンジ 
カーボン都市気候レジストリ 

転換のための行動プログラム 

9 

気候行動非国家主体 
プ ラットフォーム 

気候技術センターネットワーク 

緑の気候基金 

技術評価プロセス 
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「都市と地域のパビリオン-TAP2015」 
2015年11月30日-12月11日＠COP21グリーンゾーン 
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「都市と地域のパビリオン-TAP2015」 
2015年11月30日-12月11日＠COP21グリーンゾーン 



情報交換機会の創出 

 イクレイカフェ（毎月開催） 

  

 

12 

会員自治体による相互の情報交換 

国内・世界に向けて発信したい取組 

新たな取組に関するインフォーマルな相談 
 

外部講師を招いての勉強会 

国による自治体の取組支援策など 
 

事務局からの報告 

主要国際会議の結果 

イクレイの国際イニシアティブ動向など 
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「パリ協定」 
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産業革命前からの平均気温上昇を2℃より十分に低く押さえ、さらに1.5℃
未満に抑制するための努力を行う。（Article 2, Para 1, (a)) 

世界全体の温室効果ガスの排出量をできるだけ早く減少に転じ、今世紀後
半には人為的な排出量と吸収量のバランスをとるため排出削減方策を講じ
る。（Article 4, Para 1） 

すべての条約締約国に削減約束の国連への提出、5年ごとの約束の更新、
目標達成のための国内対策の実施を義務付け。（Article 4, Para 2, 9） 

締約国それぞれの法制度に従いつつ、気候変動対策におけるあらゆるレベ
ルの政府と多様な主体（all levels of government and various actors）
の関与の重要性を認識し （前文 Para 15） 

市民社会、民間部門、金融機関、都市及びその他の準国家当局を含む、締
約国以外のすべてのステークホルダー(all non-Party stakeholders)によ
る取組を歓迎し (Welcomes)（COP決定 Para 134） 

締約国以外のステークホルダーがそれぞれの取組を拡大し、温室効果ガス
の排出削減、あるいは気候変動による悪影響への脆弱性を低減しレジリエ
ンスを構築し、これらの取組をNAZCA プラットフォームを通じて公表す
るよう求める (Invites)（COP決定 Para 135） 

パリ協定とCOP決定のポイント 
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パリ協定の核心部分 

事実上の「排出ゼロ」 

 

低炭素化 → 脱炭素化 

 

全員参加によるシステムチェンジ（社会構
造の変革）市民社会、民間部門、金融機関
、都市及びその他の準国家当局を含むすべ
てのステークホルダー 
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各国政府交渉団、国連関係者 

パビリオン 

COP21本会議場 国際交渉  

ビジネス・自治体による関連会合＠パリ市内 
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「４℃上昇だと、殆どの資産は 
  保険が掛けられなくなる」 

                 AXAグループCEO 

「我々は脅威に晒されている。 
      個社対応では限界」 
            ギネスなど米ビール会社50社 
          過去10年でホップ価格が250%上昇 

「食品生産力を脅かし、 
 ビジネスが成り立たなくなる」 
              ゼネラルミルズ、ケロッグら 

    

気候変動の物理的被害への懸念  
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カーボンバブル論議（1） 

※ カーボンバジェット 

２℃上昇までの残高は約1兆トン 
18 

出典：IPCC AR5 WG1 政策決定者向け要約 出典：中央環境審議会地球環境部会長期低炭素ビジョン小委員会（第１回）資料4 



カーボンバブル論議（2） 
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出典：Carbon Tracker (2011) Unburnable Carbon 

 世界の確認化石燃料埋蔵量を全て
燃焼すると       ⇒ 
      CO２排出量 2兆7950億㌧ 

 2011-2050の炭素バジェット 
           ⇒  5650億㌧ 

８割は燃やせない 

 上位100上場企業持分  7450億㌧ 
(残りは国有企業など) 

 座礁資産化リスク 
   7450億㌧ ×0.8＝5960億㌧  

 カーボンバブルの破裂 
⇒ 20～30兆㌦の巨額損失の恐れ 

 

※ ダイベストメント 

大手金融機関・機関投資家が化石燃料関連の投融資
を引き上げる動き 
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「首長による気候サミット」2015年12月4日＠パリ市庁舎 

 600人超の自治体リーダー 

 「パリ市庁舎宣言」を採択 

 

 

 

 適応：参加型のレジリエンス戦略及び行動計画を策定・
実施（2020年までに） 

 緩和： GHG排出を3.7 Gt/year 削減（2030年まで毎年） 

 緩和：100％再生可能エネルギー  
あるいは  GHG排出を80％削減（2050年までに） 



「より魅力的な都市を 
        創る必要がある」 
 

「エネルギー、水道、交通と 
  いった都市サービスを 
      どのように市民に 
           届けるのか」 
 

「気候変動は課題である 
      と同時にチャンスだ」 

マイケル・ブルームバーグ前ニューヨーク市長 

 

自治体による挑戦 

21 
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気候変動政策に関する「首長誓約」サイドイベント 
2015年12月7日＠ COP21ブルーゾーン 



www.iclei.org 

持続可能な地域づくりに向けて 
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「政策目標はシンプルがよい：100％再生可能エネルギー」  
グレゴール・ロバートソン市長 （バンクーバー市） 
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バンクーバー市（カナダ） 

ブリティッシュコロンビア州で最大の都市（人口60万人） 
 

基本構想 
• 「世界で最もグリーンな都市」 
• 「再生可能エネルギー100％都市」 
 
 
 
 
 
経緯 
• 「世界一のグリーン都市行動チーム」を組織（2009） 
• 「輝ける緑の未来（自治体基本構想）」（2010） 
• 「世界一のグリーン都市2020行動計画」（2011） 
• 「再生可能都市戦略：2050年に至る我々の未来」（2015） 
• 公約から7年間で500位圏外から世界第4位に躍進 
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気候変動対策・エネルギー目標 
• 2050年までに市内エネルギー消費100％再生可能エネルギーで賄う 
• 2050年までにGHG排出を80％削減（2007年比） 

 

「世界一のグリーン都市2020行動計画」 
• 「ゼロ・カーボン」・「ゼロ廃棄物」・「健全な生態系」 
• 建築分野：建築基準（厳しいエネルギー効率条件） 
• 交通分野：徒歩・自転車・公共交通・電気自動車の充電プログラム 
• エネルギー分野：再生可能エネルギーの導入 
• きれいな大気、きれいな水、地元食材 
• グリーン経済への移行（ブランド戦略によるグリーン企業誘致） 

 

アプローチ 
• 徹底した参加型の意思決定：基本構想の準備から計画策定まで市民と

の対話を繰り返す 
• 市民の意識啓発・オーナーシップの向上 
  

バンクーバー市（カナダ） 
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「都市は革新のエンジンで変化の実験場だ」  
ジョージ・ファーガソン市長（当時） （ブリストル市） 
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ブリストル市（英国） 
 

イングランドで8番目に大きな都市 
英国全土で10番目（人口44万人） 
 
 2015年「欧州グリーン首都」 
 

基本構想 
• 「市民の健康と幸福の向上」 
• 「生活水準の高い低炭素都市」 
• 「英国初の100%再生可能エネルギー都市」 
• 「創造×デジタル×低炭素で17,000人の雇用創出」 
 
経緯 
• 2000年からの着実な取組 
• 家庭部門のエネルギー使用を16%削減（2005-2010） 
• 住宅エネルギー効率を25%向上（2000/2001-2011） 
• 交通とエネルギー分野への大きな投資 
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気候変動対策・エネルギー目標 
• 2020年までにCO2排出を40％削減（基準年は2005年） 
• 2050年までにCO2排出を40％削減（同上） 
• 2050年までにカーボンニュートラルを実現 

 

主要施策 
• エネルギー・食・自然・資源・交通の分野で200超のプロジェクト 
• 「ブリストル・グリーン・ドア」 
• 「市民エネルギー共同組合」 
• 「こども一人一本植林プロジェクト」 

 

アプローチ 
• 住民参加を促すコミュニケーション戦略 
• 地元大学・企業・コミュニティーの巻き込み 
• 地域力の徹底活用と遊び心 

ブリストル市（英国） 
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まとめと課題 

 今世紀後半には脱炭素社会（カーボンニュートラル） 
 

 移行を前提とした長期的なビジョン形成が必要 
 持続可能な地域のビジョンは参加型でつくる 

 

 自治体基本構想・基本計画での位置づけが重要 
 

 緩和策の基本はシンプル 
 建築物・交通分野を中心とする省エネ 
 再生可能エネルギーの導入 
 GHG排出インベントリの整備とPDCAサイクル 
 

 実施も参加型で行う 
 健康と幸福と将来世代のために楽しみながら 



 

 

ご清聴ありがとうございました。 

 
一般社団法人イクレイ日本 

東京都港区西新橋1-14-2 新橋SYビル4F 

TEL: 03-6205-8415 

Email: takashi.otsuka@iclei.org 

URL: www.iclei.org/japan 

 
31 

http://www.iclei.org/japan
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• 
 carbonn 都市気候レジストリ 

 気候変動政策のための「首長誓約」(Compact of Mayors) 

 転換のための行動プログラム（TAP） 

 

 100%再生可能エネルギーを目指す都市・地域ネットワーク 

 街区エネルギーに関する世界イニシアティブ（DEC） 

 建築物効率アクセラレーター（BEA） 

 エコ・モビリティ・アライアンス 

 持続可能な公共調達を実施する世界先進都市ネットワーク 

 

33 

イクレイの国際イニシアティブ／ネットワーク 



 

 自治体のための報告プラットフォーム 

 GHG削減目標、実施計画、取組、削減実績 

 気候変動への適応に関する取組 

 気候変動政策のための「首長誓約」と連動 

 GPC様式による温室効果ガス排出量の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

Carbonn 
気候レジストリ 



３つの国際都市ネットワークによる共同の運営 
 

 

 

    

 

 2014年に発足。都市の気候変動対策を加速する最大規模の連携 

 2016年6月時点で507自治体が参加 

 緩和策・適応策について着実に取り組み進捗を公表 

 先進自治体としてのリーダーシップの表明と国際的認知・信頼 

気候変動政策に関する 
首長誓約 

誓約の遵守 

 参加表明 

 1年目：インベントリの公表 ／  気候変動ハザードの公表 

 2年目：削減目標の公表       ／  脆弱性評価結果の公表 

 3年目：緩和行動計画の公表 ／  適応行動計画の公表 
 

 

    

 



転換のための 
行動プログラム 

 2015年発足。自治体による取組の野心度の向上のための10年プログラム。 

 低炭素でレジリエントな社会への転換にむけた行動の加速 

 「過去の成功体験」ではなく「未来に向けた野心的な計画」 

 先進的な取組への関係者の関与の拡充と必要な資金へのアクセス向上 

プログラムの概要 

 TAPプロジェクト・行動計画の選定（毎年100件） 

 オンラインプラットフォームでの可視化・情報共有・コミュニケーション 

 COP等の機会を通じたプロモーション（TAPパビリオン＠COP21） 

社会の転換に向けた潜在性（プロジェクト選考基準） 

 野心的（世界初・規模拡大）  ●横断的（社会的弱者への配慮・地域資源の活用） 

 包摂的（自治体内の部署間連携・市民参加・多層的ガバナンス） 36 



100% Renewable 
Energy Cities & Regions 

Network 

 2015年に発足。100％再生可能エネルギーを推進する自治体の世界ネットワーク。 

 これまでイクレイは、世界的な再生可能エネルギー推進を目的に民間や研究機関が共
同で立ち上げた『100％再生可能エネルギー世界キャンペーン（Global 100% 
Renewable Energy Campaign）』に参画し、自治体・地域のネットワーク構築を
本格的に開始し、参加を呼びかけてきた。 

 本ネットワークを通じて、地域の100％再生エネルギーを野心的に進める自治体の取
り組みを国際的に発信し、志を同じくする都市や専門家との情報交換・連携を推進す
ることによって、参加自治体による再生可能エネルギー政策を支援していく。 

 

 プログラムの概要 

 国際会議での発表 

 ウェビナー参加 

 自治体による相互視察など 
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100%再生可能 
エネルギーを目指す 

都市・地域ネットワーク 



 2014年に発足。イクレイがUNEPやC40などと共同で推進。国連の主導するSE4ALL
の実施イニシアティブのひとつ。 

 都市部の街区における熱伝併給の促進・規模の拡大等により気候変動の緩和に寄与す
ることを目的とする。 

 2016年2月時点の参加都市は28都市。 

 

 
プログラムの概要 

 再生可能エネルギーの利用拡大とエネルギー効率の改善。 

 ツイニングなど 

 

都市における街区エネルギー 
世界イニシアティブ（DEC） 
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 2014年に発足。イクレイがWRIなどと共同で推進。国連の主導するSE4ALLの実施
イニシアティブのひとつ。 

 温室効果ガス排出の3分の１を占めるというビルディングのエネルギー効率の改善、
取組み規模の拡大等により気候変動の緩和に寄与することを目的とする。 

 

 プログラムの概要 

 地域の実情に合わせた政策と 
取組の優先順位付け 

 専門家、リソース、ツールの提供 

 取組の追跡、進捗の記録、 
経験の共有 

 能力開発など 
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ビルディング効率 
アクセラレーター（BEA） 

Building Efficiency 
Accelerator (BEA) 



 2011年に発足。2016年2月時点で、世界18都市が参加。 

 自治体間の情報・経験の共有を通じたエコ・モビリティの国際的な推進を企図する。 

 

 
プログラムの概要 

 代表都市は2年ごとにもちまわり。2年ごとに代表都市で世界フェスティバル＋世界
大会を開催。 

 2012-2013 水原市（韓国）、2014-2015 ヨハネスブルグ（南アフリカ）、
2016-2017 高雄市（台湾） 

 都市における持続可能な 
交通のベンチマーク指標 
 (Eco Mobility Shift) 
の導入などを含む。 
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エコ・モビリティ 
アライアンス 

http://ecomobility.org/


 2015年に発足。COP21において第1回年次会合を開催。 

 持続可能な消費と生産への移行を促進するために、自治体のもつ公共調達を通じて貢
献する。同時に温室効果ガス排出削減も視野に入れ、参加都市は資源効率性の高い、
低炭素な社会への移行に向けたリーダー、チャンピオン、大使として機能する。 

 2015年12月時点の参加都市は５都市。 

 
プログラムの概要 

 SPP目標の設定と実施のための施策・戦略の開発 

 年度ごとの進捗レビュー 

 国際会議への参加など 
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持続可能な公共調達 
世界先進都市ネットワーク 

Global Lead Cities Network 
on Sustainable Public 

Procurement 
(GLCN on SPP) 



イクレイを通じた機会創出の例：2016 
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 レジリエントシティズ・アジア太平洋会議 2016（3/2~4、ML・マラッカ) 

 East Asia Clean Air Cities (5/19~20、韓国・ソウル) 

 第２回国連環境総会 (5/23~27、ケニア・ナイロビ) 

 Metropolitan Solutions 2016 (5/31~6/2、ドイツ・ベルリン) 

 SDGsアーバンポリシーフォーラム (6/8~10、韓国・ソウル) 

 レジリエンス・適応国際都市フォーラム（7/6~8日、ドイツ・ボン） 

 ISAP2016 (7/12~13、日本・横浜市) 

 Seoul Mayors Forum on Climate Change 2016 (9/1~2、韓国・ソウル) 

 第71回 国連総会 (9/13~20、米国・ニューヨーク) 

 第３回国連人間居住会議（HABITATⅢ：10/17~20、エクアドル・キト) 

 UNFCCC-COP22 (11/7~18、モロッコ・マラケシュ) 

 第1回世界ご当地エネルギー会議 (11/3、日本・福島市) 

 CBD-COP13 (12/4~17、メキシコ・カンクン) 

 



発表者 

フィレンツェ市 ダリオ・ナルデッラ 市長  バンクーバー市 グレゴール・ロバートソン 市長 

ヴィトリー・ル・フランソワ市 ジャン・ピエール・ブーケ 市長  

イギリス・ブリストル市 ジョージ・ファーガソン市長（2012-2016）  

フランクフルト・アム・マイン市 ペーター・フェルトマン 市長  

東松島市 阿部 秀保 市長   北九州市 北橋 健治 市長   富山市 森 雅志 市長 

100 のレジリエント・シティ 地球環境ファシリティ（GEF） 

イクレイ-持続可能な自治体協議会（ICLEI） 環境未来都市推進委員会 
 

共同議長 

富山市 森 雅志 市長  

浜中裕徳 地球環境戦略研究機関（IGES）理事長 

G7 富山環境大臣会合パラレルセッション 

都市の役割  
2016年5月15日 富山県富山市  
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G7 富山環境大臣会合パラレルセッション 
 

背景 

都市は市民に近い目線で持続可能な社会への変革に向けた課題に直面 

都市は持続可能な開発を実践する現場 

迅速かつ分野横断的な意思決定と地域の特色を活かした取組が可能 

都市が果たす先導的な役割への期待は高い 

既に多くの 地方自治体が多様で革新的な計画を実施している 

都市が施策を推進する上で中央政府が果たすべき役割を検討・議論 
 

テーマ 

「交通網の近代化とコンパクトかつ強靭なまちづくり」 

「地域資源を活用した低炭素で強靭なエネルギー需給に係る取組」 

「都市の先進事例の共有と都市間連 携の促進・国際機関の果たす役割」 
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15日夕刻記者発表 

G7環境大臣会合初の大臣と市長らによる円卓会合 

16日朝食セッション 



共同議長サマリーのメインメッセージ 
（都市及び中央政府の重要な役割） 

 

• 持続可能な社会への移行を実践する自治体の先進的な取組を、 
認知し、支援し、ショーケースする  

• 自治体のネットワークを促進し、新たな都市の参画を奨励する 

• 都市の役割を主流化する 

主要国際会議の機会をとらえて繰り返し発信（一部予定） 
• 国連気候変動枠組条約第44回補助機関会合（SB44）及び 
第1回パリ協定特別作業部会（APA1）（2016年5日16-26日、ボン） 

• 第2回国連環境総会（UNEA-2）（2016年5月23－27日、ナイロビ） 
• 第3回国連居住計画人間居住会議（HABITATT III）（2016年10月17-20日、キト） 
• 国連気候変動枠組条約COP22（2016年11月7-18日、マラケシュ） 

共同議長サマリーは下記のURLからダウンロード可能  
http://www.iges.or.jp/files/research/pmo/PDF/20160515/00_g7city_summary_eng.pdf 
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